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SPECTROSCOPE (57) 要約： 【課題】 自己吸収 を利用 した新規 な
ATOMIZATION PLASMA 原子 吸光分析装置の実現 。 【解決手段】原子
GHOST PLASMA 吸光分析装置 は、ア トマイザ 一 1 と、 ミラ一

2 と、分 光測定器 3 とで構 成 され て い る。ァ
トマィザ 一 1 は、原子 化 した試料 を含 む ブラ
ズ マ （ア トマ イ ズ プ ラ ズ マ 5 ) を発 生 させ
る。 ミラ一 2 の な い状 態で ア トマイズ プラズ

マ 5 の発光強度 を測定 し、 目的元素の共鳴線スぺク トルの発光強度 I r 1 と、 A r の励起線スぺク トル
の発光強度 I u 1 を測定す る。また、 ミラ_ 2 を配置 し、 ミラ_ 2 による光の反射 によって、ア トマイ
ズ プラズマ 5 の ゴース ト （ゴース トプラズマ 6 ) を発生 させた状態で発光強度 を測定 し、 目的元素の共
鳴線 スぺ ク トルの発 光強度 I r と、 A r の励起 線 スぺ ク トルの発 光強度 I u を測定す る。 これ ら I r
1 、 I u 1 、 I r 、 I u か ら、 目的元素の 自己吸収による吸収率 を算 出することができる。
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明 細 書

発明の名称 ：原子吸光分析装置および原子吸光分析法

技術分野

[0001 ] 本発明は、自己吸収を利用した原子吸光分析装置および原子吸光分析方法

に関する。他の発明は、大気圧プラズマを用いたア トマイザ一と目的元素の

共鳴線スぺクトルを発光する光源とで構成された原子吸光分析装置、および

原子吸光分析法に関する。

背景技術

[0002] 多元素を同時に分析することができる原子吸光分析装置として、特許文献

に記載の装置が提案されている。この特許文献 1 の原子吸光分析装置は、

分析対象である複数の元素の輝線スぺクトルを発光する光源である、マルチ

マイクロホロ一カソ一 ド光源を用いることを特徴とするものである。マルチ

マイクロホロ一カソ一 ド光源は、銅製または銅合金製の複数のマイク口ホロ

—パイプを有 し、各マイクロホロ一パイプには、複数の金属ワイヤが内部を

貫通するようにして軸方向に適当な回数巻かれている。金属ワイヤは、分析

対象である金属元素あるいはその金属元素を含む合金である。

[0003] また、原子吸光分析では、試料を原子化する装置 （ア トマイザ一）として

、黒鉛炉などが広く用いられている。また、特許文献 2 のように、大気圧プ

ラズマを用いたア トマイザ一も知られており、吸光分析に用いることができ

ると記載されている。特許文献 2 のァ 卜マイザ一における大気圧プラズマの

発生には、商用のA C 電源の電圧を昇圧 して電極に印加することが記載され

ている。そのため、大気圧プラズマは離散的に発生することになる。

[0004] また、原子吸光分析では、目的元素の共鳴線スぺクトルを発光する光源と

して、ホロ一力ソー ドランプを用いる。ホロ一力ソー ドランプの電源は直流

電源である。ここで、大気圧プラズマが離散的に発生しているため光源を常

時点灯させておくことはできず、光源は、大気圧プラズマが発生している期

間内に離散的に点灯させる必要がある。もし大気圧プラズマが発生せずに光



源が点灯 している状態があると、光源に吸収が伴わない状態が存在 し、あた

かも吸収率が悪い、すなわち目的元素の濃度が低い状態とみなされて しまい

、測定結果に誤りが生 じて しまう。そこで、ホロ一力ソー ドランプの電源は

、直流電源をパルス化 してァ 卜マイザ一の電源に同期させることが必要とな

る。

[0005] このように、大気圧プラズマを用いたア トマイザ一を有する原子吸光分析

装置では、ア トマイザ一用の交流電源と、光源用の直流電源とをそれぞれ用

意 して用いていた。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開 2 0 0 7 _ 2 5 7 9 0 0

特許文献2 ：特開 2 0 0 8 _ 2 4 1 9 3

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] しか し、特許文献 1 の原子吸光分析装置に用いるマルチマイクロホロ一力

ソー ド光源は、金属元素の種類によっては、十分な発光強度を得るためにマ

イク口ホロ一パイプに多数回金属ワイヤを巻 く必要がある。金属ワイヤを巻

ける回数にはマイクロホ口一パイプの径などの構造によつて制約が生 じ、発

光強度の向上にも限度がある。その結果、測定可能な金属元素に制限が生 じ

て しまう。また、特許文献 1 のマルチマイクロホロ一力ソー ド光源では、マ

イク口ホロ一パイプに金属元素を巻 くという構成上、金属以外の元素の共鳴

線スペク トルを得ることはできない。そのため、 Bや Pなどの金属以外の元

素については分析することができない。

[0008] また、従来の大気圧プラズマを用いた原子吸光分析装置では、上記のよう

にア トマイザ一用の交流電源と光源用の直流電源とをそれぞれ用意する必要

があり、さらに光源用の直流電源はパルス化 してァ 卜マイザ一用の交流電源

と同期を取る必要があり、同期用の回路装置が必要となる。このような電源



装置 を実現 しょうとすると、電源装置の容積、重量が大 きくな つて しまう。

そのため、原子吸光分析装置の小型化がで きず、携帯型 を実現することがで

きなか った。

[0009] 発明者 らは、上記課題 を解決するため鋭意研究を重ねた ところ、 自己吸収

を利用するという着想 に至 った。本発明はこの着想 に基づ くものであ り、金

属元素であるか非金属元素であるかを問わずに多元素 を同時に分析可能な原

子吸光分析装置および元素吸光分析方法 を実現することを目的 とする。

また、発明の他の 目的は、大気圧 プラズマを用いたア トマイザ一を有する

原子吸光分析装置の小型化 を図ることである。

課題を解決するための手段

[00 10 ] 第 1 の発明は、原子化 された試料 を含むア トマイズプラズマを発生させる

ア トマイザ一 と、 ア トマイズプラズマの発光スペ ク トル において、 目的元素

の共鳴線 スぺ ク トルの発光強度、 および放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発光

強度 とをそれぞれ測定 し、 ア トマイズプラズマの発光 と、 ア トマイズプラズ

マか らの発光 をァ 卜マイズプラズマに照射 してァ 卜マイズプラズマを透過 し

た光 と、が加わ った光のスぺ ク トル において、 目的元素の共鳴線 スぺ ク トル

の発光強度、 および放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発光強度 とをそれぞれ測

定する測定装置 と、 を有することを特徴 とする原子吸光分析装置である。

[00 1 1 ] ここで、 ア トマイズプラズマは、原子化 した試料 を含んだプラズマを意味

する。 プラズマを生成する放電ガスには、 A r 、 H e 、窒素、酸素、空気な

どを用いることがで きる。 ア トマイザ一は、 このようなア トマイズプラズマ

を発生させる装置であれば任意のものを使用することがで きる。た とえば、

大気圧 プラズマを生成 し、 目的元素 を含む試料 に大気圧 ブラズマを照射 し、

試料 を原子化することで、 ア トマイズプラズマを発生させる装置である。他

にも I C P 装置な どを本発明のァ 卜マイザ一 と して用いることもで きる。

[00 12 ] 測定装置は、以下の 4 つの発光強度 を測定する。

( 1 ) ア トマイズプラズマの発光スぺ ク トル における目的元素の共鳴線 ス

ぺ ク トルの発光強度。



( 2 ) ア トマイズプラズマの発光 スぺ ク トル における放電 ガスの励起線 ス

ぺ ク トルの発光強度。

( 3 ) ア トマイズプラズマか らの発光 に、 ア トマイズプラズマに照射 して

ァ 卜マイズプラズマを透過 した光が加わ った光のスぺ ク トル における目的元

素の共鳴線 スぺ ク トルの発光強度。

( 4 ) ア トマイズプラズマか らの発光 に、 ア トマイズプラズマに照射 して

ア トマイズプラズマを透過 した光が加わ った光のスぺ ク 卜ル における放電 ガ

スの励起線 スぺ ク トルの発光強度。

上記 （1 ) と （2 ) の発光強度 は、 同時 に計測 してもよい。 また上記 （3

) と （4 ) の発光強度 もまた、 同時 に計測 してもよい。

[001 3] 測定 され る上記 （1 ) 〜 ( 4 ) の発光強度 の うち、 （3 ) の発光強度 はァ

卜マイズプラズマ中の 目的元素 による自己吸収 を受 けたものであ り、本発明

は （1 ) ~ ( 4 ) の発光強度 か ら自己吸収 による吸収率 を算 出 し、 吸収率 か

ら試料 中の 目的元素の濃度 を測定するものである。

[0014] ァ 卜マイズプラズマか らの発光 をァ 卜マイズプラズマに照射する手段 と し

ては、 た とえば ミラ一を用いて反射 させ る手段 である。 この とき、 ミラ一は

目的元素の共鳴線 スぺ ク トルの波長、 および放電 ガスの励起線 スぺ ク トルの

波長 において反射率 の高いものが望 ま しい。 また、他 の手段 と しては、光 フ

アイバ を用い、光 ファイバの一端 か らァ 卜マイズプラズマか らの発光 を受光

し、受光方向 とは異 なる方向に導 いて光 ファイバの他端 か ら照射する手段 が

ある。

[001 5] 放 電 ガスの励起線 スぺ ク トル は、 目的元素の共鳴線 スぺ ク トルの波長 に最

も近 い波長のものが望 ま しい。測定系の波長依存性 が影響 して測定精度 が低

下 して しまうのを防止するためである。特 に、 目的元素の共鳴線 スペ ク トル

の波長 との差 が 1 5 0 n m以下 となる放電 ガスの励起線 スぺ ク トル を測定す

るのが望 ま しい。

[001 6] 第 2 の発明は、第 1 の発明において、測定装置 は、 ミラ一を有 し、 その ミ

ラ一によってァ 卜マイズプラズマか らの発光 を反射 してァ 卜マイズプラズマ



に照射する、ことを特徴とする原子吸光分析装置である。

第 3 の発明は、第 1 の発明または第 2 の発明において、測定する放電ガス

の励起線スぺク トルの発光強度は、目的元素の共鳴線スぺク トルに最も近い

波長のものであることを特徴とする原子吸光分析装置である。

[001 7] 第 4 の発明は、第 1 の発明から第 3 の発明において、ア トマイザ一は、大

気圧プラズマを生成 し、目的元素を含む試料に大気圧プラズマを照射 し、試

料を原子化することで、ア トマイズプラズマを発生させる、ことを特徴とす

る原子吸光分析装置である。

第 5 の発明は、第 1 の発明から第 4 の発明において、ア トマイザ一は、棒

状の第 1 電極 と、管状であって、その管内に、第 1 電極の軸回りにおいて管

内壁から第 1 電極が離間 した状態となるように第 1 電極の先端部を保持 し、

管内壁と第 1 電極 との隙間に、第 1 電極の先端部側の軸方向に放電ガスが流

される絶縁管と、第 1 電極の先端部から一定距離隔てて配置された第 2 電極

と、試料を保持する凹部を有 し、その凹部底面に第 2 電極が露出 した絶縁材

からなる試料保持部と、を有することを特徴とする原子吸光分析装置である

[001 8] 第 6 の発明は、原子化された試料を含むア トマイズプラズマを発生させ、

ァ 卜マイズプラズマの発光スぺク トルにおいて、目的元素の共鳴線スぺク 卜

ルの発光強度、および放電ガスの励起線スぺク トルの発光強度とをそれぞれ

測定 し、ア トマイズプラズマの発光と、ア トマイズプラズマからの発光をァ

卜マイズプラズマに照射 してァ 卜マイズプラズマを透過 した光と、が加わつ

た光のスぺク トルにおいて、目的元素の共鳴線スぺク トルの発光強度、およ

び放電ガスの励起線スぺク トルの発光強度とをそれぞれ測定する、ことを特

徴とする原子吸光分析法である。

[001 9] 第 7 の発明は、第 6 の発明において、ミラ一によって反射させることで、

ァ 卜マイズプラズマからの発光をァ 卜マイズプラズマに照射する、ことを特

徴とする原子吸光分析法である。

[0020] 第 8 の発明は、第 6 の発明または第 7 の発明において、測定する放電ガス



の励起線スぺクトルの発光強度は、目的元素の共鳴線スぺクトルに最も近い

波長のものであることを特徴とする原子吸光分析法である。

[0021 ] 第 9 の発明は、第 6 の発明から第 8 の発明において、ア トマイズプラズマ

は、大気圧プラズマを生成 し、目的元素を含む試料に大気圧プラズマを照射

し、試料を原子化 し、大気圧プラズマ中に原子化 した試料を混入させること

で発生させる、ことを特徴とする原子吸光分析法である。

[0022] 第 1 0 の発明は、大気圧プラズマを生成 し、試料に前記大気圧プラズマを

照射 し、試料を原子化するア トマイザ一と、試料中の目的元素の輝線スぺク

トルを発光 し、原子化された試料に照射する光源と、原子化された試料を透

過 した光源の光を受光 して分析する分析装置と、ァ 卜マイザ一および光源を

駆動する電源装置と、を有 し、電源装置は、交流電源と、交流電源からの出

力の一部を半波整流する半波整流回路と、を有 し、ア トマイザ一には交流電

源からの出力を供給 し、光源には、半波整流回路からの出力を供給する、こ

とを特徴とする原子吸光分析装置である。

[0023] 第 1 1 の発明は、第 1 0 の発明において、分析装置は、原子化された試料

を透過 した光源の光と大気圧プラズマの発光とを合わせた光の第 1 の発光強

度と、大気圧プラズマの発光のみである第 2 の発光強度とを測定し、第 1 の

発光強度から第 2 の発光強度を差 し引くことで、原子化された試料を透過 し

た光源の光の発光強度を算出する、ことを特徴とする原子吸光分析装置であ

る。

[0024] 第 1 2 の発明は、第 1 0 の発明または第 1 1 の発明において、ア トマイザ

—は、棒状の第 1 電極と、管状であって、その管内に、第 1 電極の軸回りに

おいて管内壁から第 1 電極が離間した状態となるように第 1 電極の先端部を

保持 し、管内壁と第 1 電極との隙間に、第 1 電極の先端部側の軸方向に放電

ガスが流される絶縁管と、第 1 電極の先端部から一定距離隔てて配置された

第 2 電極と、試料を保持する凹部を有 し、その凹部底面に第 2 電極が露出し

た絶縁材からなる試料保持部と、を有する、ことを特徴とする原子吸光分析

装置である。



[0025] 放電ガスには、A r 、 H e 、窒素、酸素、空気などを用いることができる

第 1電極および第 2 電極の材料は、S U S、銅、タングステンなどを用い

ることができる。ただし、第 2 電極には、分析の目標となる元素を含む材料

を用いないようにするか、もしくは分析の目標となる元素を含まない材料に

よって被膜、めっき等を施す必要がある。第 2 電極が原子化されて分析に影

響を与えてしまうのを避けるためである。

[0026] 第 1 3 の発明は、交流電圧の印加によって大気圧プラズマを生成し、試料

に大気圧プラズマを照射して、試料を原子化し、交流電圧を半波整流した電

圧を印加することによって、試料中の目的元素の輝線スぺクトルの発光を生

成し、その発光を原子化された試料に照射して透過させ、大気圧プラズマの

発光と、原子化された試料を透過した光とを合わせた光の第 1の発光強度と

、大気圧プラズマの発光のみである第 2 の発光強度とを測定し、第 1の発光

強度から第 2 の発光強度を差し引くことで、原子化された試料を透過した光

源の光の発光強度を算出する、ことを特徴とする原子吸光分析法である。

発明の効果
[0027] 本発明の原子吸光分析装置または原子吸光分析法は、自己吸収を利用して

分析を行うものであるため、従来の原子吸光分析装置または原子吸光分析法

において必要であった目的元素の共鳴線スペクトルを発光する光源を必要と

しない。そのため、光源によって目的元素の種類や数が制限されることはな

く、多元素を同時に分析することができ、金属元素のみならず非金属元素に

ついても分析することができる。また、光源が必要ないので、原子吸光分析

装置の小型化、低コスト化を実現することができる。

[0028] また、第 2 の発明のように、ミラ一を用いることで容易に本発明の原子吸

光分析装置を実現することができる。

[0029] また、第3 の発明のよれば、測定系の波長依存性による測定精度の低下を

抑制することができる。

[0030] また、第4 の発明のように、アトマイザ一として大気圧プラズマを用いた



ものを用いることができ、原子吸光分析装置の小型化、低コス ト化を図るこ

とができる。

[0031 ] また、第 5 の発明によれば、ア トマイザ一をより小型化することができ、

その結果原子吸光分析装置の小型化を図ることができる。

[0032] また、第 6 ~ 9 の発明の原子吸光分析法によると、金属元素、非金属元素

によらず多元素を同時に分析することができる。

[0033] 第 1 0 〜第 1 2 の発明の原子吸光分析装置、第 1 3 の原子吸光分析装置で

は、簡易な電源構成によってア トマイザ一と光源との同期をとることができ

、電源装置の小型化、軽量化を図ることができる。

図面の簡単な説明

[0034] [ 図1]実施例 1 の原子吸光分析装置の構成を示 した図。

[図2]実施例 1 の原子吸光分析装置におけるア トマイザ一 1 の構成を示 した図

[図3]実施例 1 の原子吸光分析装置による測定原理を示 した図。

[図4]実施例 2 の原子吸光分析装置の構成を示 した図。

[図5]実施例 2 の原子吸光分析装置におけるァ 卜マイザ一 1 の構成を示 した図

[図6]実施例 2 の原子吸光分析装置におけるァ 卜マイザ一 1 および光源 7 と電

源装置 4 との接続構成を示 した図。

[図7] 実施例 2 の原子吸光分析装置における印加電圧波形と発光波形との対応

を示 した図。

[図8]実施例 2 の原子吸光分析装置における発光強度の時間依存性を示 した図

[図9]実施例 2 の原子吸光分析装置における発光強度の時間依存性を示 した図

[図10]実施例 2 の原子吸光分析装置における吸収率と濃度との関係を示 した

グラフ。

発明を実施するための形態



[0035] 以下、本発明の具体的な実施例について図を参照に説明するが、本発明は

実施例に限定されるものではない。

実施例 1

[0036] 図 1 は、実施例 1 の原子吸光分析装置の構成を示 した図である。原子吸光

分析装置は、ア トマイザ一 1 と、ミラ一 2 と、分光測定器 3 と、によって構

成されている。

[0037] ア トマイザ一 1 は、大気圧プラズマを発生させ、これを試料に照射 して原

子化 し、大気圧プラズマ中に原子化 した試料を混入させて、原子化 した試料

を含むプラズマ （ア トマイズプラズマ 5 ) を発生させる。

[0038] ア トマイザ一 1 のより詳細な構成について図 2 を参照に説明する。図 2 に

示すように、棒状電極 1 0 (本発明の第 1 電極）と、試料電極 1 1 (本発明

の第 2 電極）とを有 している。棒状電極 1 0 は、直径 1 . 2 m mのC u 製の

棒状であり、試料電極 1 1 は、外径 2 m、内径 1 m mのステンレス製の管状

である。棒状電極 1 0 の外周面は絶縁体 1 0 2 により被覆されている。

[0039] 棒状電極 1 0 には、 C u 以外に、ステンレス、モリプデン、タングステン

などを用いることができる。また、試料電極 1 1 には、ステンレス以外に、

C u 、モリプデン、タングステンなどを用いることができる。ただ し、試料

電極 1 1 自体が原子化 して しまい、分析に影響を与えて しまうことを考慮 し

て、試料電極 1 1 には目的元素を含まない材料を用いるか、目的元素を含ま

ない材料で被膜、めっき等を施す必要がある。

[0040] 棒状電極 1 0 の先端部 1 1 1 は、セラミックス管 1 2 の管内 1 2 0 に軸方

向を一致させて納められている。セラミックス管 1 2 は、試料電極 1 1 に対

向する先端部 1 2 が一段階狭 くなつていて、棒状電極 1 0 は、この狭 くな

つた先端部 1 2 の位置まで伸びている。棒状電極 1 0 とセラミックス管 1

2 の内壁との間には隙間 1 0 1 が設けられている。この棒状電極 1 0 の軸回

りの空間が A ガスの流路となる。

[0041 ] セラミックス管 1 2 は、根元において絶縁管 1 3 と連結 している。絶縁管

3 は軸方向に垂直な方向に分岐 1 3 a を有 しており、セラミックス管 1 2



の管内 1 2 0 から絶縁管 1 3 の管内 1 3 0 に伸びる棒状電極 1 0 は、曲げら

れて絶縁管 1 3 の分岐 1 3 a の管内に揷入され、外部に露出している。絶縁

管 1 3 には、フッ素樹脂などの絶縁材を用いることができる。

[0042] さらに、セラミックス管 1 2 の試料電極 1 1 に対向する先端部 1 2 には

、外径がセラミックス管 1 2 の内径にほぼ一致 した短いセラミックス管 1 4

がはめ込まれている。

[0043] 絶縁管 1 3 は放電用ガスであるA r が封入されたガスボンベ （図示 しない

) に流量計、減圧弁などを介 して接続されている。ガスボンベから供給され

たA r ガスは、絶縁管 1 3 の管内 1 3 0 からセラミックス管 1 2 の管内 1 2

0 へと軸方向に供給され、棒状電極 1 0 とセラミックス管 1 2 の内壁との隙

間 1 0 1 を棒状電極 1 0 先端部側の軸方向に流れてセラミックス管 1 4 の先

端 1 4 0 からA r ガスが排出される。

[0044] 放電ガスには、 A r 以外にもH e 、 N e 、 N、空気、などを用いることが

できる。

試料電極 1 1 は、内径 2 m m、外径 3 m mのセラミックス管 1 5 によって

覆われている。セラミックス管 1 5 の先端 1 5 0 は外径が拡張されており、

セラミックス管 1 5 の端面 1 5 にはすり鉢状の凹部 1 6 が形成されている

。凹部 1 6 の底面 1 5 2 には、試料電極 1 1 が露出している。この凹部 1 6

によって、原子化する試料を保持する。また、試料電極 1 1 を管状とするこ

とで、その管内を通 してセラミックス管 1 5 の先端 1 5 0 の凹部 1 6 に液体

の試料を供給することが可能となっている。また、セラミックス管 1 5 はフ

ッ素樹脂材 1 7 によってさらに覆われている。なお、凹部に一定量の試料を

保持する場合には、試料電極 1 1 を管状とする必要はなく、棒状などとして

もよい。

[0045] 棒状電極 1 0 、試料電極 1 1 は電源 1 8 に接続されており、 6 0 H z の交

流電圧が印加される。 A r ガスを棒状電極 1 0 とセラミックス管 1 2 の内壁

との隙間 1 0 1 に棒状電極 1 0 の先端部側の軸方向に流 しながら、棒状電極

1 0 、試料電極 1 1 に電圧を印加することで、棒状電極 1 0 の先端部 1 1 1



に大気圧プラズマが生 じ、その大気圧プラズマが試料電極 1 1 に伸びていく

。そして、大気圧プラズマが凹部 1 6 に保持された試料に照射され、試料が

原子化される。原子化された試料の一部は、大気圧プラズマに混入 して発光

する。

[0046] ミラ一 2 は、ア トマイザ一 1 によって発生するア トマイズプラズマ 5 を挟

んで分光測定器 3 に対向するように配置されていて、ミラ一 2 の反射面に垂

直な方向と分光測定器 3 の受光方向とが一致 している。このようなミラ一 2

の配置により、ア トマイズプラズマの発光をミラ一 2 によって反射 し、その

反射光を分光測定器 3 が受光できるようにしている。また、ミラ一 2 は取り

外 して分光測定器 3 と対向 しないようにすることも可能となっていて、ミラ

— 2 により反射されたア トマイズプラズマ 5 の発光が、分光測定器 3 によつ

て受光されていようにすることもできる。ミラ一 2 を単に移動させる、ある

いは回転 して反射面側でない方を分光測定器 3 側に向ける、などによって分

光測定器 3 に対向 しないようにしてもよい。

[0047] ミラ一 2 は、たとえばガラス基板にA I を蒸着 したミラ一であり、後述す

る目的元素の共鳴線スぺク トルおよび放電ガスであるA r の励起線スぺク 卜

ルにおいて高反射率なものであればよい。

[0048] 分光測定器 3 は、ア トマイズプラズマ 5 の直接の発光、およびミラ一によ

つて反射されたァ 卜マイズプラズマ 5 の発光を受光 し、分光 して波長ごとの

光強度を測定する。分光測定器 3 の受光角度は、ア トマイザ一 1 に配置され

た試料を中心として、棒状電極 1 0 と試料電極 1 1 との対向方向に垂直な面

と成す角度が、 4 5 ~ 7 5 ° となるような受光角度が望ましい。このような

角度においてァ 卜マイズプラズマ 5 の発光強度が高くなるためである。より

望ましいのは 6 0 ° である。

[0049] 次に、実施例 1 の原子吸光分析装置による原子吸光分析の原理を図 3 を用

いて説明する。

[0050] 原子吸光分析は、図 3 ( a ) のようなミラ一 2 を取り外 した状態と、図 3

( b ) のようにミラ一 2 を配置 した状態とでそれぞれ発光強度の測定を行う



。それぞれの状態での測定順序は問わず、 ミラ一 2 を取 り外 した状態での測

定を先に行 ってもよい し、 ミラ一 2 を配置 した状態での測定を先に行 っても

よい。

[0051 ] まず、 ミラ一 2 を取 り外 した状態で発光強度の測定を行 う場合について説

明する。 この状態でア トマイザ一 1 により試料を原子化 してア トマイズブラ

ズマ 5 を発生させた場合、分光測定器 3 は、 ァ 卜マイズプラズマ 5 の発光強

度のみを測定することになる。 このとき、分光測定器 3 によってア トマイズ

プラズマ 5 の発光を分光 して、試料中の目的元素の共鳴線スペ ク トル （波長

ス ) の発光強度 I r 1 と、放電ガスであるA r の励起線スぺ ク トル （波長

ス u ) の発光強度 I u とをそれぞれ測定する。測定するA r の励起線スぺ

ク トルは、 目的元素の共鳴線スぺ ク トルの波長 ス r に最も近い波長 ス u であ

る。 これは、測定系の波長依存性 によつて測定精度が落ちて しまうのを防止

するためである。波長 ス r と波長 ス u との差は 1 5 O n m以下であることが

望 ま しい。

[0052] 次 に、 ミラ一 2 を配置 した状態で発光強度の測定を行 う場合について説明

する。 この状態でア トマイザ一 1 により試料を原子化 してア トマイズプラズ

マ 5 を発生させた場合、 ミラ一 2 による光の反射によって、 ア トマイズブラ

ズマ 5 のゴース ト （ゴース トプラズマ 6 ) が発生する。そのため、分光測定

器 3 は、 ア トマイズプラズマ 5 の発光 と、 ア トマイズプラズマ 5 を透過 した

ゴ一ス 卜プラズマ 6 の発光 と、 を合わせた光の強度 を測定することになる。

そ して、分光測定器 3 によって、その受光 した光を分光 して、試料中の目的

元素の共鳴線スぺ ク トル （波長 ス ) の発光強度 I r と、 A r の励起線スぺ

ク トル （波長 ス u ) の発光強度 I u とをそれぞれ測定する。

[0053] ここで、放電ガスであるA r については、高励起状態にあるため、 自己吸

収はないものとみなすことができる。 したがって、 ゴース トプラズマ 6 の発

光によるA r の励起線スペ ク トルの発光強度 を I u 2 とすれば、 ミラ一 2 を

配置 した状態での A r の励起線スぺ ク トルの発光強度 I u は、 I u = I u 1

+ I u 2 である。



[0054] —方、目的元素については自己吸収がある。つまり、ゴース トプラズマ 6

の発光は、ア トマイズプラズマ 5 を透過する際に目的元素の共鳴線スぺク 卜

ルの波長ス r の光を一部吸収する。 したがって、ゴース トプラズマ 6 の発光

による目的元素の共鳴線スペク トルの発光強度を I r 2 、ア トマイズプラズ

マ 5 による吸収量を∆ とすれば、ミラ一 2 を配置 した状態での目的元素の共

鳴線スペク トルの発光強度 I r は、

I r = l r 1 + l Γ 2 - ∆ - - - ( 1 )

である。

[0055] また、ア トマイズプラズマ 5 の発光強度に対するゴース トプラズマ 6 の発

光強度は、一定であるものとみなせる。目的元素の共鳴線スぺク トルの波長

ス r とA r の励起線スぺク トルの波長スu が近いために、ミラ一 2 の波長依

存性は無視することができるからである。もちろん、ミラ一 2 の波長依存性

を考慮 して補正を行ってもよい。よって、 I u に対する I u の比 （= I u

/ I u 1 ) を f として、

f = ( I r 1 + l r 2 ) / l r - - - ( 2 )

である。

[0056] また、ゴース トプラズマ 6 の波長ス r の光が、ア トマイズプラズマ 5 によ

つて吸収される割合である吸収率 A は、 Α = ∆ / Ι r 2 である。式 （1 ) 、

( 2 ) を用いれば、吸収率 A は、

A = ( f * I - I r ) / ( ( f - ) * I ) ( 3 )

と表わすことができる。

[0057] したがって、ミラ一 2 の配置の有無によって4 つの発光強度 I u 1、 I r

1、 I u、 I r を測定することにより、目的元素の自己吸収による吸収率 A

を式 （3 ) によって算出することができる。そして、この算出した吸収率 A

から、試料中の目的元素の濃度を求めることができる。

[0058] また、実施例 1 の原子吸光分析装置は、複数の目的元素の分析を同時に行

うことも可能である。たとえば、ミラ一 2 を取り外 した状態で発光強度の測

定を行う際に、 I u 1、 I r 1 の測定とともに、他の目的元素の共鳴線スぺ



ク トルの発光強度 I s を測定 し、 ミラ一 2 を配置 した状態で発光強度の測

定を行 う際に、 I u 、 I r の測定 とともに、他の目的元素の共鳴線スぺク 卜

ルの発光強度 I s を測定すれば、 A ' = ( f * l s 1 _ l s ) / ( ( f _ 1

) * I s 1 ) によって他の目的元素の自己吸収による吸収率 A ' を算出する

ことができる。よって、一方の目的元素の吸収率 A と、他方の目的元素の吸

収率 A ' とを同時に測定することができる。

[0059] 以上のように、実施例 1 の原子吸光分析装置では、従来の原子吸光分析装

置のような目的元素の共鳴線スペク トルを発光する光源を必要 とないため、

複数の元素を同時に分析することができ、金属元素、非金属元素によらず分

析することができる。 また、光源を必要 としないので原子吸光分析装置の小

型化、低 コス ト化を図ることができる。

[0060] なお、実施例 1 では、 ミラ一を用いて反射させることで、 自己吸収を利用

しているが、他の方法を用いることも可能である。たとえば、ア トマイズプ

ラズマの発光を光ファイバなどによって受光 し、 この光をァ 卜マイズプラズ

マに照射 してア トマイズプラズマを透過 した光を分光測定器によって受光す

る構成 としてもよい。

[0061 ] また、ア トマイザ一は実施例 1 に示 したものに限るものではな く、ア トマ

ィズプラズマを発生させることができるものであれば任意のものを使用する

ことができる。たとえば I C P装置などを用いることもできる。

実施例 2

[0062] 次 に、本発明の具体的な実施例 2 について図を参照に説明するが、本発明

は実施例に限定されるものではない。

[0063] 図 4 は、実施例 2 の原子吸光分析装置の構成を示 した図である。原子吸光

分析装置は、ア トマイザ一 1 と、光源 7 と、分析装置 3 0 と、電源装置 4 と

、によって構成されている。ア トマイザ一 1 は、電源装置 4 による電圧印加

によつて大気圧ブラズマを発生 し、大気圧ブラズマを試料に照射 して原子化

する。

[0064] ア トマイザ一 1 のより詳細な構成について図 5 を参照に説明する。



図 5 に示すように、棒状電極 1 0 (本発明の第 1電極）と、試料電極 1 1 (

本発明の第 2 電極）とを有 している。棒状電極 1 0 は、直径 1 . 2 の〇

u 製の棒状であり、試料電極 1 1 は、外径 2 m、内径 1 m mのステ ンレス製

の管状である。

[0065] 棒状電極 1 0 には、C u 以外に、ステンレス、モリプデン、タングステン

などを用いることができる。また、試料電極 1 1 には、ステ ンレス以外に、

C u 、モリプデン、タングステンなどを用いることができる。ただ し、試料

電極 1 1 自体が原子化 して しまい、分析に影響を与えて しまうことを考慮 し

て、試料電極 1 1 には目的元素を含まない材料を用いるか、目的元素を含ま

ない材料で被膜、めっき等を施す必要がある。

[0066] 棒状電極 1 0 の先端部は、セラミックス管 1 2 の管内 1 2 0 に軸方向を一

致させて納められている。セラミックス管 1 2 は、試料電極 1 1 に対向する

先端部 1 2 が一段階狭 くなつていて、棒状電極 1 0 は、この狭 くなつた先

端部 1 2 1 の管内まで伸びている。棒状電極 1 0 とセラミックス管 1 2 の内

壁との間には隙間 1 0 1 が設けられている。この棒状電極 1 0 の軸回りの空

間がA ガスの流路となる。

[0067] セラミックス管 1 2 は、根元部において、絶縁管 1 3 と連結 している。絶

縁管 1 3 は軸方向に垂直な方向に分岐 1 3 a を有 しており、セラミックス管

1 2 の管内 1 2 0 から絶縁管 1 3 の管内 1 3 0 に伸びる棒状電極 1 0 は、曲

げられて絶縁管 1 3 の分岐 1 3 a の管内に揷入され、外部に露出している。

絶縁管 1 3 には、フッ素樹脂などの絶縁材を用いることができる。

[0068] さらに、セラミックス管 1 2 の試料電極 1 1 に対向する先端部 1 2 には

、外径がセラミックス管 1 2 の内径にほぼ一致 した短いセラミックス管 1 4

がはめ込まれている。

[0069] 絶縁管 1 3 は放電用ガスであるA r が封入されたガスボンベ （図示 しない

) に、減圧 流量制御器などを介 して接続されている。ガスボンベから供給

されたA r ガスは、絶縁管 1 3 の管内 1 3 0 からセラミックス管 1 2 の管内

1 2 0 へと軸方向に供給され、棒状電極 1 0 とセラミックス管 1 2 の内壁と



の間隙 1 0 1 を棒状電極 1 0 先端部側の軸方向に流れてセラミックス管 1 4

の先端 1 4 0 か らA r ガスが排出される。

[0070] 放電ガスには、 A r 以外にもH e 、 N e 、 N、空気、などを用いることが

できる。

試料電極 1 1 は、内径 2 m m、外径 3 m mのセラミックス管 1 5 によって

覆われている。セラミックス管 1 5 の先端 1 5 0 は外径が拡張されており、

セラミックス管 1 5 の端面 1 5 には、すり鉢状の凹部 1 6 が形成されてい

る。凹部 1 6 の底面 1 5 2 には、試料電極 1 1 が露出 している。 この凹部 1

6 によって、原子化する試料を保持する。また、試料電極 1 1 を管状 とする

ことで、その管内を通 してセラミックス管 1 5 の先端の端面に形成された凹

部 1 6 に液体の試料を供給することが可能となっている。また、セラミック

ス管 1 5 はフッ素樹脂材 1 7 によってさらに覆われている。なお、凹部 1 6

に一定量の試料を保持する場合には、試料電極 1 1 を管状 とする必要はな く

、棒状などとしてもよい。

[0071 ] 棒状電極 1 0 、試料電極 1 1 は電源装置 4 に接続されており、 6 0 H z の

交流電圧が印加される。 A r ガスを棒状電極 1 0 とセラミックス管 1 2 の内

壁との隙間 1 0 1 に棒状電極 1 0 の先端部側の軸方向に流 しながら、棒状電

極 1 0 、試料電極 1 1 に電圧を印加することで、棒状電極 1 0 の先端部 1 1

1 に大気圧プラズマが生 じ、その大気圧プラズマが試料電極 1 1 に伸びてい

く。そ して、大気圧プラズマが凹部 1 6 に保持された試料に照射され、試料

が原子化される。原子化された試料の一部は、大気圧プラズマに混入 して発

光する。

[0072] 光源 7 は、 目的元素の共鳴線スペク トルを発光するものであり、たとえば

ホロ一力ソー ドランプである。 この光源 7 の光は、ア トマイザ一 1 によって

原子化された試料に照射される。

[0073] 分析装置 3 0 は、原子化された試料を透過 した光源 7 の光を受光 して分光

し、発光強度を測定する。

[0074] 電源装置 4 は、図 6 に示すように、交流電源 8 と、半波整流回路 9 とによ



つて構成されている。交流電源 8 は、商用の 6 0 H z のA C 電源を昇圧 した

電源であり、ア トマイザ一 1 と交流電源 8 は直接接続され、光源 7 は半波整

流回路 9 を介 して交流電源 8 に接続されている。ア トマイザ一 1 には、交流

電源 8 からの 6 0 H z の交流電圧がそのまま印加される。半波整流回路 9 は

、たとえばダイオー ドなどを用いた回路であり、 6 0 H z の交流電圧を半波

整流 して出力する。そして、その半波整流された電圧が光源 7 に印加される

[0075] 図 7 は、印加電圧波形と発光波形との対応を示 した図である。図 7 ( a )

は、光源 7 に印加される電圧波形と光源の発光波形、図 7 ( b ) は、ア トマ

ィザ一 1 に印加される電圧波形と大気圧プラズマの発光波形、図 7 ( c ) は

、光源の発光が、原子化された試料を通過 して、その資料による吸収を受け

た後の発光波形を示 している。図 7 ( b ) のように、ア トマイザ一 1 は 6 0

H z の交流電圧によって駆動されるため、 6 0 H z で周期的に離散 して大気

圧プラズマが発光 し、試料が原子化される。また、図 7 ( a ) のように、光

源 7 は 6 0 H z の交流電圧が半波整流されて印加されるため、大気圧プラズ

マの発光周期の半分の周期で同期 して光源 7 が点灯する。

[0076] ここで、光源 7 と大気圧プラズマの双方が同期 して発光 している状態で発

光強度を測定すると、図 7 ( b ) の状態と図 7 ( c ) の状態の双方を合わせ

た光の発光強度 K A が得 られる。よって、大気圧プラズマのみが発光 してい

る状態 （図 7 ( b ) の状態）で発光強度 A を測定 し、発光強度 K A から発光

強度 A を差 し引くことで、図 7 ( c ) の状態の発光強度、すなわち、原子化

された試料による吸収を受けた後の光源の発光強度 K A _ A を算出すること

ができる。そして、図 7 ( a ) の状態での発光強度 （光源 7 の発光強度）と

発光強度 K A —A を比較することで、吸収率がわかり、試料中の目的元素の

濃度を測定することができる。

[0077] 以上のように、実施例 2 の原子吸光分析装置では、大気圧プラズマの発光

と光源 7 の発光との同期を簡易な構成の電源装置 4 によって実現させること

ができ、電源装置 4 の小型化、軽量化を図ることができる。その結果、原子



吸光分析装置 自体も小型化、軽量化することができる。

[0078] 図 8 は、試料を 1 0 p p mの C u を含む水 と して、実施例 2 の原子吸光分

析装置を用いてC u の共鳴線スぺ ク トル （波長 3 2 4 n m ) の発光強度の時

間依存性 を測定 した結果を示すグラフである。図 8 ( a ) は、光源 7 と大気

圧 プラズマの双方が発光 している状態での発光強度 K A 、図 8 ( b ) は、大

気圧 プラズマのみの発光における発光強度 A 、図 8 ( c ) は、発光強度 K A

か ら発光強度 A を差 し引いた発光強度 K A _ A を示 している。なお、発光強

度 K A および発光強度 A は、 3 秒間毎の各発光強度 を積分 した値 をプロッ 卜

している。図 8 ( c ) は、原子化されたC u の吸収 を受けた光源 7 の光の強

度 を示 している。

[0079] 図 8 ( c ) か ら、発光強度が最も弱 くなる時間、すなわちC u による吸収

ピークが発光開始か らおおよそ 3 秒後 にみ られることがわかる。 また、おお

よそ 1 5 秒が経過すると、発光強度 に変化がほぼ一定 となってお り、 これは

試料がすべて原子化されて飛散 し、な くなって しまったためである。つまり

、発光強度が一定 となっている区間は、光源 7 の光強度そのものを示 してい

る。 したがって、吸収の ピーク時の吸収量を 1 5 秒経過後の発光強度 （光源

7 の光強度）で割ることによって吸収率が求まり、図 8 ( c ) の場合は吸収

率 1 0 0 % となる。

[0080] 図 9 は、試料を 0 . 1 p p mの C u を含む水 と して、実施例 2 の原子吸光

分析装置を用いてC u の共鳴線スぺ ク トルの発光強度の時間依存性 を測定 し

た結果を示すグラフである。図 9 ( a ) は、光源 7 と大気圧 プラズマの双方

が発光 している状態での発光強度 K A 、図 9 ( b ) は、大気圧 プラズマのみ

の発光における発光強度 A 、図 9 ( c ) は、発光強度 K A か ら発光強度 A を

差 し引いた発光強度 K A _ A を示 している。なお、発光強度 K A および発光

強度 A は、 1 秒間毎の各発光強度 を積分 した値 をプロッ トしている。図 9 (

c ) は、原子化されたC u の吸収 を受けた光源 7 の光の強度 を示 している。

[0081 ] 図 9 ( c ) か ら、上記図 8 ( c ) の場合 と同様の手法によって吸収率 を求

めると、約 7 0 % となる。図 1 0 は、吸収率 と試料中のC u の濃度 との関係



を理論的に算出した結果を示 したグラフである。横軸は吸収率であり、縦軸

は 1 c m3 当たりの原子個数である。常温、 1気圧の水において 1 ロロ の〇

u を含む場合、 1 c m3 当たりのC u 原子個数は 7 . 5 X 1 0 12である。C u

濃度 0 . 1 p p mで吸収率 7 0 % という図 9 の結果は、図 1 0 のグラフにお

およそ一致 していることがわかる。また、図 1 0 から、 0 . 0 0 1 ~ 1 p p

mの範囲でC u 濃度の測定が可能であることが示唆される。

産業上の利用可能性

[0082] 本発明の原子吸光分析装置および原子吸光分析法は、複数種の元素を同時

に測定することができ、また、従来は検出の難 しかった Pや B などの非金属

元素の測定を行うこともできる。また、本発明の原子吸光分析装置は、汚水

などのモニタリングに利用することができる。

符号の説明

[0083] ：ァ 卜マイザ一

2 ：ミラ—

3 ：分光測定器

：電源装置

5 ：ァ 卜マイズプラズマ

6 ：ゴ一ス 卜プラズマ

7 ：光源

。 ：父》電 亍、

9 ：半波整流回路

1 0 ：棒状電極

1 ：試料電極

1 2 、 1 4 、 1 5 : セラミックス管

3 ：絶縁管

1 6 ：凹部

1 7 ：フッ素樹脂材

8 ：電源



：分析装置



請求の範囲

原子化 された試料 を含むァ 卜マイズプラズマを発生させるァ 卜マイ

ザ一 と、

前記 ア トマイズプラズマの発光スぺ ク トル において、 目的元素の共

鳴線 スぺ ク トルの発光強度、 および放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発

光強度 とをそれぞれ測定 し、前記 ア トマイズプラズマの発光 と、前記

ァ 卜マイズプラズマか らの発光 を前記 ァ 卜マイズプラズマに照射 して

前記 ア トマイズプラズマを透過 した光 と、が加わ った光のスぺ ク トル

において、 目的元素の共鳴線 スぺ ク トルの発光強度、 および放電ガス

の励起線 スぺ ク トルの発光強度 とをそれぞれ測定する測定装置 と、

を有することを特徴 とする原子吸光分析装置。

前記測定装置は、 ミラ一を有 し、 その ミラ一によって前記 ア トマイ

ズブラズマか らの発光 を反射 して前記 ア トマイズブラズマに照射する

、 ことを特徴 とする請求項 1 に記載の原子吸光分析装置。

測定する前記放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発光強度 は、前記 目的

元素の共鳴線 スぺ ク トル に最 も近い波長のものであることを特徴 とす

る請求項 1 または請求項 2 に記載の原子吸光分析装置。

前記 ア トマイザ一は、大気圧 プラズマを生成 し、 目的元素 を含む試

料 に前記大気圧 プラズマを照射 し、前記試料 を原子化することで、 ァ

卜マイズプラズマを発生させる、 ことを特徴 とする請求項 1 ない し請

求項 3 のいずれか 1 項 に記載の原子吸光分析装置。

前記 ァ 卜マイザ一は、

棒状の第 1 電極 と、

管状であ って、 その管 内に、前記第 1 電極 の軸回 りにおいて管 内壁

か ら前記第 1 電極 が離間 した状態 となるように前記第 1 電極 の先端部

を保持 し、管 内壁 と前記第 1 電極 との隙間に、前記第 1 電極 の先端部

側の軸方向に放電ガスが流 される絶縁管 と、

前記第 1 電極 の先端部か ら一定距離隔てて配置 された第 2 電極 と、



試料 を保持する凹部 を有 し、 その凹部底面 に前記第 2 電極 が露出 し

た絶縁材か らなる試料保持部 と、

を有することを特徴 とする請求項 1 ない し請求項 4 のいずれか 1 項

に記載の原子吸光分析装置。

[ 請求項 6] 原子化 された試料 を含むァ 卜マイズプラズマを発生させ、

前記 ア トマイズプラズマの発光スぺ ク トル において、 目的元素の共

鳴線 スぺ ク トルの発光強度、 および放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発

光強度 とをそれぞれ測定 し、

前記 ァ 卜マイズプラズマの発光 と、前記 ァ 卜マイズプラズマか らの

発光 を前記 ァ 卜マイズプラズマに照射 して前記 ァ 卜マイズプラズマを

透過 した光 と、が加わ った光のスペ ク トル において、 目的元素の共鳴

線 スぺ ク トルの発光強度、 および放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発光

強度 とをそれぞれ測定する、

ことを特徴 とする原子吸光分析法。

[ 請求項7] ミラ一によって反射 させることで、前記 ア トマイズプラズマか らの

発光 を前記 ァ 卜マイズプラズマに照射する、 ことを特徴 とする請求項

6 に記載の原子吸光分析法。

[ 請求項8] 測定する前記放電ガスの励起線 スぺ ク トルの発光強度 は、前記 目的

元素の共鳴線 スぺ ク トル に最 も近い波長のものであることを特徴 とす

る請求項 6 または請求項 7 に記載の原子吸光分析法。

[ 請求項 9] ア トマイズプラズマは、大気圧 プラズマを生成 し、 目的元素 を含む

試料 に前記大気圧 プラズマを照射 し、前記試料 を原子化 し、前記大気

圧 ブラズマ中に原子化 した試料 を混入させることで発生させる、 こと

を特徴 とする請求項 6 ない し請求項 8 のいずれか 1 項 に記載の原子吸

光分析法。

[ 請求項 10] 大気圧 プラズマを生成 し、試料 に前記大気圧 プラズマを照射 し、試

料 を原子化するァ 卜マイザ一 と、

前記試料中の 目的元素の輝線 スぺ ク トル を発光 し、原子化 された試



料 に照射する光源 と、

原子化 された試料 を透過 した前記光源の光 を受光 して分析する分析

装置 と、

前記 ア トマイザ一および前記光源 を駆動する電源装置 と、

を有 し、

前記電源装置は、交流電源 と、前記交流電源か らの出力の一部 を半

波整流する半波整流回路 と、 を有 し、前記 ア トマイザ一には前記交流

電源か らの出力を供給 し、前記光源 には、半波整流回路か らの出力を

供給する、

ことを特徴 とする原子吸光分析装置。

[ 請求項 11] 前記分析装置は、

原子化 された試料 を透過 した前記光源の光 と前記大気圧 プラズマの

発光 とを合わせた光の第 1 の発光強度 と、前記大気圧 プラズマの発光

のみである第 2 の発光強度 とを測定 し、

第 1 の発光強度か ら第 2 の発光強度 を差 し引 くことで、原子化 され

た試料 を透過 した前記光源の光の発光強度 を算出する、

ことを特徴 とする請求項 1 0 に記載の原子吸光分析装置。

[ 請求項 12 ] 前記 ァ 卜マイザ一は、

棒状の第 1 電極 と、

管状であ って、 その管 内に、前記第 1 電極 の軸回 りにおいて管 内壁

か ら前記第 1 電極 が離間 した状態 となるように前記第 1 電極 の先端部

を保持 し、管 内壁 と前記第 1 電極 との隙間に、前記第 1 電極 の先端部

側の軸方向に放電ガスが流 される絶縁管 と、

前記第 1 電極 の先端部か ら一定距離隔てて配置 された第 2 電極 と、

試料 を保持する凹部 を有 し、 その凹部底面 に前記第 2 電極 が露出 し

た絶縁材か らなる試料保持部 と、

を有する、 ことを特徴 とする請求項 1 0 または請求項 1 1 に記載の

原子吸光分析装置。



[ 請求項 13 ] 交流電圧の印加 によって大気圧 プラズマを生成 し、試料 に前記大気

圧 プラズマを照射 して、試料 を原子化 し、

前記交流電圧 を半波整流 した電圧 を印加することによって、前記試

料中の 目的元素の輝線 スぺ ク トルの発光 を生成 し、 その発光 を原子化

された試料 に照射 して透過 させ、

前記大気圧 プラズマの発光 と、原子化 された試料 を透過 した光 とを

合わせた光の第 1 の発光強度 と、前記大気圧 プラズマの発光のみであ

る第 2 の発光強度 とを測定 し、

第 1 の発光強度か ら第 2 の発光強度 を差 し引 くことで、原子化 され

た試料 を透過 した前記光源の光の発光強度 を算出する、

ことを特徴 とする原子吸光分析法。
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国 際 調 査 報 告 国 際 出願 番 号 P C T / J P O l 1 / 0 0 3 7 4 6

発 明 の 属 す る 分 野 の 分 類 （国 際 特 許 分 類 （I P C ) )

IntCl. G01N21/31 (2006. 01) i , G01N21/73 (2006. 01)

B . 調 查 を 行 っ た 分 野

調 査 を 行 っ た 最 小 限 資 料 （国 際 特 許 分 類 （I P C ) )

IntCl. G01N21/31, G01N21/73

最 小 限 資 料 以 外 の 資 料 で 調 査 を 行 っ た 分 野 に 含 ま れ る も の

本 国 実 用 新 案 公 報 1 9 2 2 — 1 9 9 6 年
日本 国 公 開 実 用 新 案 公 報 1 9 7 1 — 2 0 1 1 年
日本 国 実 用 新 案 登 録 公 報 1 9 9 6 — 2 0 1 1 年

日本 国 登 録 実 用 新 案 公 報 1 9 9 4 2 0 1 1 年

国 際 調 査 で 使 用 し た 電 子 デ ー タ ベ ー ス （デ ー タ ベ ー ス の 名 称 、 調 査 に 使 用 し た 用 語 )

C . 関 連 す る と認 め られ る 文 献

引 用 文 献 の 関 連 す る
カ テ ゴ リー * 引 用 文 献 名 及 び 一 部 の 箇 所 が 関 連 す る と き は 、 そ の 関 連 す る 箇 所 の 表 示 請 求 項 の 番 号

A J P 58-087446 A (株 式 会 社 日立製 作 所 ） 1983. 05. 2 5、特 許 請 求 の範 3

囲 、第 2 頁 左 上欄 第 7 行 第 3 頁右 上欄 第 1 0 行 、 第 1 , 2 図

A J P 2008-241293 A (国 立 大 学 法 人 名 古 屋 大 学 ） 2008. 10. 0 9、 特 許 請

求 の範 囲 、 【0009】、 【0036】

A J P 2007-257900 A (国 立 大 学 法 人 名 古 屋 大 学 ） 2007. 10. 0 4、 特 許 請

求 の範 囲 、 【0048】 - 【0051】

. c 欄 の 続 き に も文 献 が 列 挙 され て い る。 パ テ ン トフ ァ ミ リ 二関 す る別 紙 を 参 照 。

* 引 用 文 献 の 日の 後 に 公 表 され た 文 献

ΓΑ 」 特 に 関 連 の あ る 文 献 で は な く 、 一 般 的 技 術 水 準 を 示 す け 」 国 際 出願 日又 は 優 先 日後 に 公 表 され た 文 献 で あ つ て

も の 出 願 と矛 盾 す る も の で は な く 、 発 明 の 原 理 又 は 理 論

ΓΕ 」 国 際 出 願 日前 の 出 願 ま た は 特 許 で あ る が 、 国 際 出 願 日 の 理 解 の た め に 引 用 す る も の

以 後 に 公 表 され た も の 「X 」 特 に 関 連 の あ る 文 献 で あ っ て 、 当 該 文 献 の み で 発 明

「L 」優 先 権 主 張 に 疑 義 を 提 起 す る 文 献 又 は 他 の 文 献 の 発 行 の 新 規 性 又 は 進 歩 性 が な い と考 え られ る も の

若 し く は 他 の 特 別 な 理 由 を 確 立 す る た め に 引 用 す 「Υ 」 特 に 関 連 の あ る 文 献 で あ っ て 、 当 該 文 献 と他 の 1 以

る文 献 （理 由 を 付 す ） 上 の 文 献 と の 、 当 業 者 に と っ て 自明 で あ る組 合 せ に

Γθ 」 口頭 に よ る 開 示 、 使 用 、 展 示 等 に 言 及 す る 文 献 よ っ て 進 歩 性 が な い と考 え られ る も の

ΓΡ 」 国 際 出 願 日前 で 、 か つ 優 先 権 の 主 張 の 基 礎 と な る 出願 「& 」 同 一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文 献

国 際 調 査 を 完 了 し た 日 国 際 調 査 報 告 の 発 送 日
2 0 . 0 7 . 2 0 0 2 . 0 8 . 2 0 1 1

国 際 調 査 機 関 の 名 称 及 び あ て 先 特 許 庁 審 査 官 （権 限 の あ る職 員 ） 2 W 3 8 0 7

日本 国 特 許 庁 （I S A / J Ρ )
廣 田 健 介

郵 便 番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 三 丁 目 4 番 3 号 電 話 番 号 0 3 — 3 5 8 1 — 1 1 0 内 線 3 2 9 2

様 式 P C T / I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ ） （2 0 0 9 年 7 月 ）



国際調 査報告 国際出願番 号 P C T / J P 2 0 0 3 7 4 6

C (続 き） . 関連す る と認 め られ る文献

引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が 関連す る ときは、その 関連す る箇所 の表示 請求項 の番 号

A JP 1-161651 A (株式会社 立製作所） 1989. 06. 26、第 4 頁右下欄第 1 - 1 3
4 行 第 5 頁左舌欄第 3 行、第 8 図

A JP 7-294440 A (株式会社島津製作所） 1995. 11. 10、全文、全図 1 - 1 3

様式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 2 ペ ー ジの続 き） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調査報告 国際出願番 号 P C T J P 2 0 1 1 / 0 0 3 7 4 6

第 Π欄 請 求 の範 囲の一部 の調査 がで きない ときの意 見 （第 1 ペ ー ジの 2 の続 き）

法 第 8条 第 3項 （P C T 17条 （2) (a) ) の規 定 に よ り、 この 国 際調 査 報 告 は次 の理 由に よ り請 求 の範 囲 の一 部 につ い て作
成 しなか った。

1 . 請求項 は、 この国際調査機 関が調 査 をす るこ とを要 しない対象 に係 るものであ る。

つ ま り、

2 . 請 求項 は、有意義 な国際調査 をす るこ とがで き る程度 まで所 定 の要件 を満
ない 国際 出願 の部分 に係 るものであ る。 つ ま り、

3 . 請 求項 は、従属請 求 の範 囲で あって P C T 規則 6. 4 (a) の第 2 文及 び第 3文 の規定 に
従 って記載 され てい ない。

第 欄 —発 明の単一性 が欠如 してい る ときの意見 （第 1 ペー ジの 3 の続 き）

次 に述ぺ るよ うに この国際 出願 に二以上 の発 明があ る とこの国際調 査機 関は認 めた。

特別 ペ ー ジを参 照

1 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 をすベ て期 間内に納付 したので、 この国際調査報告 は、すべ ての調査可能 な請求
項 につい て作成 した。

2 . 追加 調査 手数料 を要 求す るまで もな く、すべ ての調査 可能 な請 求項 につ い て調 査す るこ とがで きたので、追加調
查手数料 の納付 を求 めなか った。

3 . 出願 人 が必要 な追加 調 査手数料 を一部 のみ しか期 間内に納付 しなかったので、 この国際調査報告 は、手数料 の納
付 の あった次 の請求項 のみ につ いて作成 した。

4 . 出願 人 が必要 な追加 調査 手数料 を期 間内に納付 しなか この国際調査報告 は、請 求の範 囲の最初 に記載
され てい る発 明 に係 る次 の請求項 につい て作成 した。

追加調 査手数料 の異議 の 申立 てに関す る注意

追加 調査 手数科及 び 、該 当す る場合 には、異議 申立手数料 の納付 と共 に、 出願 人 か ら異議 申立てがあった。

追加 調 査 手数料 の納付 と共 に出願 人 か ら異議 申立てが あつたが、異議 申立手数料 が納付命令 書 に示 した期 間
内に支払 われ なか った。

追加 調査 手数料 の納付 はあったが、異議 申立て はなか った。

様 式 P C T / I S A / 2 1 0 (第 1 ペー ジの続葉 （2 ) ) ( 2 0 0 9 年 7 月）
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バテ ン トフア ミリー に関す る情報

JP 58-087446 A 1983. 05. 25 ( フ ァ ミ リ一 な し)

JP 2008-241293 A 2008. 10. 09 US 2008/239312 A l 2008. 10. 02

US 7710562 B2 2010. 05. 04

JP 2007-257900 A 2007. 10. 04 US 2009/310134 A l 2009. 12. 17
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国際調査報告 国際出願番号 P C T J P 2 0 1 1 0 0 3 7 4 6

独立請求項 1 , 6 に係 る発明 （以下、発明 1 ) は、原子吸光分析において、非金属元素を含
む多元素を同時に分析できるようにす るため、「原子化 された試料を含むァ トマイズプラズマ
の発光ス ぺ ク トル に おいて、目的元素の共鳴線 ス ぺ ク トルの発光強度、および放電ガ ス の励起
線スぺク トル の発光強度 とをそれぞれ測定 し、前記ァ トマイズプラズマの発光 と、前記ァ トマ
ィズプラズマか らの発光を前記ァ トマイズプラズマに照射 して前記ァ トマイズプラズマを透
過 した光 と、が加わった光のスぺク トルにおいて、 目的元素の共鳴線スぺク トルの発光強度、
お よび放電ガスの励起線スぺク トルの発光強度 とをそれぞれ測定す る」ことを技術的特徴 とし
ている。一方、独立請求項 1 0 ， 1 3 に係 る発明 （以下、発明 2 ) は、原子吸光分析 における
電源装置の小型化、軽量化を目的 として、「交流電圧の印加によって大気圧プラズマを生成 し、
試料に前記大気圧プラズマを照射 し、試料を原子化 し、前記交流電圧 を半波整流 した電圧 を印
加す ることによって前記試料中の 目的元素の輝線 ス ぺ ク トルの発光を生成 し、その発光を原子
化 された試料に照射 して透過 させ、原子化 された試料を透過 した光を受光 して分析す る」こと
を技術的特徴 としている。そ して、上記発明 1 と発明 2 とに共通す る事項は、「プラズマによ
り原子化 された試料を透過 した光を測定す る原子吸光分析」に関するものと認 め られる力、 該
事項は公知である （例 えば、JP 58-087446 A (株式会社 日立製作所） 1983. 05. 25、及ぴ、JP
2008-241293 A (国立大学法人名古屋大学) 2008. 10. 09、等）。

したがって、上記発明 1 と発明 2 とは、同一のまたは対応す る特別な技術的特徴を有 しなレ、。
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